








































































































































































































































































平成19（2007）年 6 月 観光立国推進基本計画を閣議決定
平成20（2008）年 10月 観光庁設置
平成21（2009）年 7 月 中国個人観光ビザ発給開始




























3 月 第 6 回「スノーリゾート地域の活性化推進会議」開催
11月 スノーリゾート地域支援（10～ 15ケ所を制定）を公表














































































































































































































































出典）観光庁「スノーリゾート地域の活性化に向けた検討会中間報告」「参考資料」2015（平成27）年 6 月 3 日
図−2　日本を訪れた際，スキー・スノーボードの実施希望















































































































◯ 白馬滞在日数は平均 1 週間程度。中にはワーキ
ングホリデーを利用しシーズンまるごと滞在す
る人もいた。




























































































高・中所得リピーター層（主に 20 ～ 40 代）」
にターゲットを設定している。ここでは「特定
出典）観光庁ホームページhttps://www.mlit.go.jp












































































































































　コース数が11以上あるスキー場が約 3 割存在する一方で，4 割以上のス
キー場が 5 コース以下となっている。外国人の長期滞在を誘致するために
は，地域内での連携により多彩なコースを楽しめるようにすることが必要。










































































































































○ 域内の観光消費額は 206 億円と推計
○ 観光消費が地域にもたらす経済波及効果 観光消
費額の 1.4 倍（＋84 億円）。














































































































































































































































レ ー）へ の 2017-18 シ ー ズ ン で の 外 国 人 ス
キー客は約 45％増の約 33 万人超となり過去
最高を記録し，総来場者数の約 2 割を外国



























































































































































































































 （昭和34年10月 9 日34林野政第5311号　
 林野庁長官より各営林局長あて）
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　 2  　リフト等の施設を設置しないままスキー場を設置しようとするときは，地元市町村その他適当と
認められる者と別紙第 2（掲載省略──筆者）の例により委託契約を締結し，委託契約の相手方の行
なうべき事項および責任を明確にするものとする。
　 3  　1 または 2 の規定による使用許可等の条件に係る安全対策の具体的実施事項については，現地の
実態に即し，かつ社会通念上妥当な内容のものとするよう留意して指導するものとする。
第 5 管理運営協議会
　 1  　森林管理局長又は森林管理署長等は，スキー場を設置しようとするときは，地元地方公共団体，
リフト等の施設の設置者その他当該スキー場の管理運営に利害関係を有する者等を構成員とする管
理運営協議会を設置するものとする。







　 1  　昭和47年12月 9 日においてすでに設置されているスキー場については，第 4 の 1 または 2 およ
び第 5 の 1 の規定の例により現地の実態に即して可及的速やかに使用許可等の条件を変更し，また
は委託契約を締結するとともに管理運営協議会を設置するものとする。
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6　スキー場の整備
　（ 1）　スキー場整備計画
 　① 供用開始前
 　② 供用期間中
　（2）　整備の方法
 　　ゲレンデ，標識類等の整備
　（3）　雪上車を使用する場合の取扱い
7　利用者の安全確保
　（1）　利用者への周知徹底の方法
　（2）　必要な施設の整備
　（3）　気象状況等に対したスキー場の滑降祭止又は全面閉鎖の取扱い
8　救急体制の確立
　（1）　救急及び連絡体制
　（2）　救急寝具の備付け
　（3）　救急活動の講習
9　環境の浄化等
 汚物，じんかい等の処理方法
10　立木竹の保護
　（1）　保残帯及びスキー場周辺の立木竹の保護
　（2）　危険木の除去，立木竹の損傷等の報告
11　その他必要な事項
　（注）　 本計画の記載事項は，標準例であり，スキー場の実情等を勘案し追加する事項があれば追加し
て差し支えない。
日本のスキー場経営
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